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要請訪問による支援「学校力向上推進プロジェクト」に 

寄与する協働体制構築のための学校組織開発の研究 
 

                 研究開発課 指導主事 木村 慶  
 
 
【要旨】 本研究は，学校の課題解決力を阻害する要因と，その要因を克服する方途

としての校内の教職員による協働体制に注目する。そのうえで，当該学校の教職員

が協働体制を構築し,自校の課題解決行動を進めるために，学校外部からの支援によ

る学校組織開発の基盤を構想する。それは，学校組織開発の枠組み，関与者，内容，方

法，留意点等について検討していくことである。ここでの学校組織開発に関する研

究は，和歌山県教育センター学び丘の要請訪問による支援である「学校力向上推進

プロジェクト」に寄与するものである。 

 
【キーワード】 学校力向上推進プロジェクト，自校課題解決力，要請訪問，協働体

制，組織開発（ＯＤ），コンサルテーション，ファシリテーション，相

談促進援助者（ＣＦ），学校組織デザイン，学校組織学習，見える化，プ

ルラルループの学校組織開発（ＯＤＳ）  
 
 
１ 研究の目的と意義 

本研究では，学校力を「教育の営みを創

出する学校が保持する教育力の総体」と定

義する。和歌山県教育センター学びの丘（以

下学びの丘と略記）では，学校から学びの

丘への要請に応じた訪問（以下要請訪問(注

１)と略記）による支援に係る研究，「学校

力向上推進プロジェクト」を平成 23 年度

(以下年度表記は元号の平成を省略)当初か

ら始めた。このプロジェクトに寄与するた

めに，本研究の目的を以下の通り設定する。 

 
学校の課題解決力が高まる教職員(注２)の

協働的な組織体制(以下協働体制と略記)構

築のための学校組織開発の基盤を整える 

 

はじめに，学びの丘の要請訪問の変遷を

辿ってみる。その先駆けとしては，12 年度

から始まった「教育相談主事等派遣」があ

る(教育相談室,2006)(※１)。その後，教員

や研究機関等の専門家との共同研究に取り

組むことを通しての授業づくりや授業改善

の支援の在り方(研究開発課,2007)(※２)

や，いわゆる出前授業や出前講座の実施シ

ステムの確立(福田・林,2009)(※３)に取り

組んだ。20 年度からは，「学びの力育成研

究事業(注３)」が始まり，21，22 年度に実

施した「学力推進事業」では，要請訪問の

意義の一つとして，当該学校教員の授業改

善への意欲高揚につながることが明確にさ

れた(福田・前田・林,2011)(※４)。現在

は，研究・研修とともに支援が学びの丘の

役割の中軸を担っている。支援の比重の高

まりは，中心である教育相談推進事業(注

４)に加えて，授業力向上や生徒理解に資す

る要請訪問とそれに係る研究（以下要請訪

問事業と記載）を充実させている（表１参照）。 

 

次章から，まず，要請訪問の先行研究を

探る。次に，課題解決行動に至らない学校

の阻害要因を克服する方途として協働体制

を取り上げる。そして，学校が学校外の機

関や人材から支援を受けて，協働体制を構

築することで自校課題解決力を高められる

ように，学校組織開発の基盤を構想する。 

■教育相談主事等派遣 

■理科ふしぎ発見わくわくキャラバン 

■教科・領域等課題サポート 

■ICT 授業活用サポート 

■特別支援教育サポート 

■小学校授業実践共同研究 

■外国語活動実践共同研究 

表１ 学びの丘要請訪問事業（23 年度）
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これは，要請訪問による支援で「課題を

どのようにして解決するのか」から「課題

解決のために教職員組織をどのように変革

するのか」に研究のパラダイム転換を図る

ことになる。そうなることで，先行研究や

学びの丘が蓄積する実践力向上の支援と組

織変革の支援をクロスさせることを可能に

して，学校力向上推進プロジェクトのフレ

ームワーク(枠組み)づくりに寄与できる。

もう少し踏み込むならば，当該学校の学校

力向上の取組がよりダイナミックに展開

し，教職員個々のモチベーション(動機付

け)と教職員組織のモラール(士気)が高ま

ることに本研究は寄与したいと考える。 

 

２ 教育センター等の要請訪問 

教育センター等の職員を派遣する最近の

全国的な状況は，都道府県が 89.4％，指定

都市が 100％となっている。訪問目的は，都

道府県と指定都市を合計すると，教科等の

授業に関する指導や講評が 89.8％，特別支

援教育に関する指導が 78.0％，教育相談に

関する指導が 71.2％，生徒指導に関する指

導が 39.0％となっている。この調査研究結

果では，小学校と中学校で，教員間のコミ

ュニケーションや授業水準といった学校の

質の高まりが，学校外の組織(教育委員会や

教育センター，他の学校，大学，ＮＰＯ等)

との共同と有意に連関していることが指摘

されている。(国立教育政策研究所,2011)

(※５) 

このことを鑑みて，全国教育研究所連盟

と加盟機関との第20 期共同研究を取り上げ

る。ここでは，「校内研修が日常的・計画的

なものとして活性化し，教員の実践的な指

導力の向上につなげるためには教育センタ

ー等としてどのような工夫・改善が必要で

あるか」について，要請訪問による支援を

以下の４点から研究している(注５)。 

 

a  学校ニーズに応じたオーダーメイドの

校内研修の在り方 

b  授業研究ハンドブック等のテキストを

用いた校内研修支援 

c  訪問研修ユニットの開発を通した学校

の協働体制づくりと教育力向上の支援 

d  実践的な指導力の向上を図るための教

育相談訪問研修の工夫と改善等  

課題としては，学校のニーズに対応した

研修内容の設定，多様なニーズに対応でき

る教育センター所員の力量向上，学校の自

立的な研修推進体制の支援方法等があげら

れている。この研究動向に加えて，校内研

修に係る各地の要請訪問例を紹介する。 

 

授業力向上の校内研修(文末資料 1 参照) 

校内研修に関する要請訪問の一つ目の潮流

が授業力向上である。出前講座や講師を派遣

する例としては，三重県・香川県・愛媛県が

ある。校内授業研究会改善のテキスト等を活

用する例としては，岩手県・山形県・広島市

がある。テキストには，ワークショップ型校

内研修(注６)の方法が含まれているものが多

い。ワークショップに特化した例をあげれ

ば，秋田県・仙台市がある。他にも，授業分

析や研究協議会の進め方の支援を行う富山

県，支援回数・内容をユニットとして設定し

授業改善を推進する大阪府，学校を計画的に

訪問し，ヒアリング等を通して授業改善の方

向性や具体的方策を支援する奈良県がある。 

学校の組織力向上の校内研修(文末資料2参照) 

二つ目の潮流が学校組織マネジメント(注

７)による学校の組織力向上である。これ

は，文部科学省が，14 年度に「マネジメント

研修カリキュラム等開発会議」を設置したこ

とが契機となっている。ただし，学校組織マ

ネジメントの教育センター等への集合研修は

浸透してきているものの，要請訪問はまだま

だ開発途上であり，授業力向上の校内研修へ

の要請訪問と比しても数は少ない。指導主事

や専門家による組織マネジメントに基づく組

織力強化の校内研修例としては，広島県・鳥

取県がある。センターが作成した研修資料を

活用する例は，栃木県・茨城県がある。研修

内容を学校と相談して学校現場のニーズに対

応する山口県の例もある。 

教育の今日的課題の校内研修 

三つ目の潮流は，いわゆる教育の今日的課

題の理解についてである。教育相談や特別支

援教育に係る支援を主にして多くの教育セン

ター等で実施され長年の研究蓄積がある。最

近では，集合型研修で実施されるプログラム

を要請訪問で実施している例もある。 

 

３ 学校組織の危機克服の鍵である協働体制 

要請訪問を求める学校は，課題解決の道

を模索している学校だといえる。しかし，一

見しても課題が見えない学校や解決に向け

て動き出せない学校もある。むしろ，この

ような学校の方が問題は深刻であり，ここ
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に本研究の問題意識がある。なぜ，課題解

決行動が進まない学校があるのか。その背

景のいくつかから以下を取り上げる。いず

れも全国的な状況であるが，和歌山県（以

下本県と記載）に関する研究から示す。 
 

■ 学校規模縮小化と教員年齢編成の偏り 
このことは，本県も深刻である。児童

生徒数減少は，教員数減少につながり，校

務運営や指導体制に課題が生じる。その

うえ，ベテラン教員の大量退職，初任者

の大量採用，中堅層の人数割合が少ない

ことから，実践的指導力の継承が困難に

なる。(木村・町田・亀井,2011)(※６) 

■ 教員の多忙化 

教員が児童生徒に向き合い，心身とも

に健康な状態で指導ができるように，本

県教育委員会も多忙化について研究事業

を実施した。報告書では，教員意識や学

校文化を視野に入れた多忙化の５要因

(物理的・流行的・渉外的・増幅的・意識

的)を指摘(岸田,2010)(※７)しながら解

決の糸口を見いだそうとしている。 

  

前者による実践的指導力の低下が懸念さ

れるが，後者がその低下に拍車をかけるこ

とを多忙化の５要因から考えてみる。 

 

学校は，問題行動への対応や中学・高校な

らば部活動といった多忙化要因はかねてから

あった。最近では，学校評価などの新しい業

務が増加(物理的要因)し，例えば言語活動の

ようにその時々で取り上げられる課題への対

応(流行的要因)や保護者や学校外部への対応

(渉外的要因)の困難度も高まっている。ま

た，取組の前年度の踏襲が常態化する過度な

ルーティン化の結果としての仕事の増加(増

幅的要因)と担当者の固定化や教員間の業務

の偏在化に不満が高まる(意識的要因)ことも

ある。加えて校内外の会議の過密化もあり，教

員は現状に忙殺され疲弊感が募り，教育活動

の個業化(注８)や硬直化が進むこともある。

そうなると，教員は課題から目を背けるよう

になり，実践的指導力が細ってしまうが，教

員は，目的意識を見いだせないままに目の前

の仕事をこなすことに負われ，多忙感が高ま

ってしまう。結果として，周りの教員との関

わりが減ってしまい，教員間のつながりや連

帯の後退を生み，共に課題に向き合う自校課

題解決力が低下すると考えるがどうだろうか。 

教員間のつながりや連帯の後退を考える

視点としては，個人主義化の進行とプライ

バタイゼーション（privatization;私事化）

(注９)の浸透（油布,1999)(※８)がある。日

本の教員は，同僚との関係が親密であると

国際的にとらえられてきた（ハーグリーブ

ス；Hargreaves,A.,2000)(※９)。しかし，「教

員の意識に関する国際比較調査(注 10)」で

は，「同僚と学校を離れてもインフォーマル

に付き合う」，「同僚と教育観や教育方針に

ついて語り合う」，「同僚の授業を見たり，同

僚があなたの授業を見たりする」日本の教

員の割合は，英国・中国のそれよりも少な

いことが明らかになった。日本の教員関係

は，２国と比して私的な領域に及ぶもので

も実践を交流するものでもなく，個人主義

化とプライバタイゼーションは進んでいる

ことになる(紅林,2007)(※10)。 

教員のつながりや連帯の後退は，多忙化

で生み出されるのではなく，すでに存在し

ており，多忙化によってそれらはさらに後

退することになる。そうであるならば，次

は教員の孤立化に目がいく。 

 

教職員の孤立化は，指導体制の不確立を

生み，教職員の共通理解不足や連携不

足，あるいは管理職の指導性の欠如，校

内研修の教育効果の低さをもたらす。(八

並・木村，1997)(※11) 

 

孤立化は，自校課題解決力を益々逓減さ

せる。また，初任教員が孤立しバーンアウ

ト(burnout)(注 11)に至るメカニズムを生

む学校現場の問題として，教員間の学び合

う場の消失，メンター（mentor）(注 12)の育

成システムの不用意，教師アイデンティテ

ィを大切にした初任教員の評価の困難性に

ついて言及されている(後藤,2010)(※12)。 

したがって，実践的指導力の低下，多忙

化，課題解決力の逓減の負の循環と教員の

つながりや連帯の後退，そして孤立化が自

校課題解決力向上を阻害する大きな要因だ

と考えられる。この状況を克服するために

ここで協働性・同僚性に注目したい。しか

し，協働性・同僚性のことばは一般化され

ているが，それらの意味はあいまいである。 

そこで，協働性と同僚性の意味合いを米

国の学校改善研究からとらえ直してみる。 
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協働性(collaboration;コラボレーション)
については，ハーグリーブスが述べている。 

 

a  教師それぞれに自発性があること 

b  共に一緒に働くうちに生じてくるもの

で，その実践は義務でもなければ強制で

もないこと 

c  改善や発展を志向していること 

d  教師相互のコミュニケーションが場所

や時間を限定せずに十分に行われること 

e  協働した結果は必ずしも成果としては

あらわれないし，簡単に予測できるもの

でもないこと       (油布,1999) (※13) 

 

同僚性(collegiality;コリジアリティ)につ

いては，リトル(Little,J.W.)が述べている。 

 

a  頻繁に継続的に，また次第に具体的に

正確に，指導実践について話し合う 

b  お互いに頻繁に観察され，また自己の

学習指導に有益な批評を与えられる 

c  協働して教材を計画しデザインし調査

し研究し評価し，また準備する 

d  お互いに指導実践を教えあう(八並,19

93)(※14) 

 

協働性(コラボレーション)は，実践をよ

り高次の次元へ導くために，組織成員が協

力して働こうとする教職員間の自発的な文

化であり，決して機能的に教職員を組織に

配置し，効率よく働かせることではない。

同僚性(コリジアリティ)は，実践を高める

ための教職員間の専門的な相互作用や相互

扶助の文化であり，気心の知れた同僚関係

や趣味を通じての同僚関係とは異なる。 

国内の協働性研究でも，分掌などの立場

の違いを認め，克服し，協力し合う関係を

形成できる信念としての協働的効力感が内

発的意欲を高める(淵上,2005)(※15)と述

べている。同僚性研究でも，教育活動の遂

行を支え，互いの力量形成を促進し，癒し

あう同僚性の機能や，同僚性の高い教師ほ

ど生徒に積極的に関わろうとしていること

を明らかにしている(紅林，2007)(※16)。 

以上を念頭に置き，学校の課題解決力を

向上させる３つの鍵を以下の a から c と仮

定し，学校がこの３つの鍵を握るきっかけ

として，要請訪問を考えていく。 

a  学校に協働的同僚的な教師文化や学校

組織文化を醸成すること 

b  学校現場で経験的に理解されている計

画・実行・評価・改善といったサイクル

による教職員の組織行動を展開すること 

c  上記 a・b の相互作用が機能することと

いう意味での協働体制を構築すること 

 

４ 学校の組織開発 

本研究では，要請訪問の目的が校内研修

を魅力的にして教職員を校内研修に誘

い，校内研修を活性化することに留めない。

それだけではなく，当該学校が自律的に課

題を解決する場面を設定し，教職員が共有

した目標に向けて取組を進めることで，教

職員個々の当事者意識に基づく参画的態度

を高めたい。そうすることが個々の教職員

のモチベーションを高め，教職員集団に凝

集性を生み出す。凝集性は，教職員の結束

力として協働体制を保持向上させる。それ

は，教職員集団に新たな組織化をもたら

し，モラールを高揚させる。結果，学校に

目標や解決方略を更新しながらの不断の行

動力をもたらすことを可能にする。そのよ

うな要請訪問をめざしたい。 

 

（１）学校の組織開発の先行研究 

学校の組織開発に係る学校外部からの

支援研究は研究機関で散見されるが，そ

の中から本研究が参考とするものを示す。 

河口(2000)(注 13)は，組織開発プログ

ラム（institutional development  pro-
gram;ＩＤＰ)を検討している。学校改

善に組織開発（organization develop-
ment；ＯＤと略称）論を援用し，外部コ

ンサルタントが介入する「学び方を学ぶ

こと」の支援の方途を紹介している。 

志水・徳田(1991)(注 14)は，中学校の

校内研修で指導助言をしながら観察

し，教員の省察的で創発的な協働関係の

構築過程を事例で示している。今津(199

6)(注15)は，研究者が学校外部の人的資源

として学校改善に向けての学校組織学習

に介入し相談援助を行っている。八並・

木村(2000)(注 16)は，生徒指導の協働体

制構築を論じている。カウンセリング訓

練及び 10 年以上の教職経験を持つ大学

院在籍の現職教員がＯＤコンサルタント
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として中学校に介入している。佐野(201

0)(注 17)は，コンサルティング会社によ

る中学校へのアクションラーニングの導

入を相談援助の事例として検討している。

また，川北(2010)(注 18)は，佐野が事例

として取り上げた中学校の支援の当事者

として介入プログラムを示している。佐

古・竹崎(2011)(注 19)は，学校と大学と

のインタラクティブ(interactive；双方向

的)な関係を重視して研究を進めている。 

以上を先行研究として，要請訪問によ

る協働体制構築のための「学校組織開発

(organization development in schools
；ＯＤＳと略称）」を考えていく。その際

に，23 年度の学校力向上推進プロジェク

トで共同研究する学校のうち中学校２校

と学びの丘の要請訪問事業の１つである

教科・領域等課題サポートで支援する中

学校１校をパイロット実践として位置付

ける。研究と実践の相互作用，つまり実

践から得た知見で研究を進めることと研

究で構想されたことを実践として進める

ことで学校組織開発を論じていく。 

 

（２）学校組織開発の関与者 

学校組織開発（ＯＤＳ）を考えていく

ために，まず組織開発（ＯＤ）の伝統的代

表的定義としてフレンチとベル(French,
C.W.and Bell,L.)の定義を福本他(1988)

(※17)の議論から示す。続けて，これに

依拠してパイロット実践に登場するＯ

ＤＳの関与者等を特徴付ける。 

 

ＯＤは，相談援助者の援助を受け，ア

クションリサーチを含めた応用行動科

学の理論と技術を用いて，組織文化の

より効果的協働的な診断と管理を通じ

て，―特に公式の課業集団，実働中の

集団，および集団の文化に力点を置き

ながら― 組織の問題解決および更新

過程を促進向上させる長期にわた

る，管理者に支援された努力である  

 

ア 要請者（クライアント） 

要請者(client; クライアント)とは，ＯＤ

Ｓを要請した学校(以下当該学校と略記)

の校長・教頭そして個々の教職員である。 

イ 対象としての教職員集団 

ＯＤＳの対象は，「課業集団；当該学校

の教職員集団」と「実働集団；校務分掌

や学年担任集団や実践チーム」があり，Ｏ

ＤＳは，それらの組織化と組織の問題解

決および更新過程を促進向上させる。  

ウ 相談促進援助者（ＣＦ） 

ＯＤＳの要請訪問者は，相談促進援助

者(定義では相談援助者と記載,a consul-
tant－facilitator；コンサルタント・ファ

シリテータ，ＣＦと略称)の役割を担う。

その役割とは相談促進援助として，コン

サルテーション(consultation；相談援助）

とファシリテーション(facilitation；促進

援助)を機能させることである。ＯＤＳ

は，学校に基礎を置く（school-based)(注
20)解決行動を探索するプロセスであ

り，学習や変化を含む全般的な相談促進

援助のプロセス(注 21)でもある。 

エ コンサルテーション場面でのＣＦ 

ＯＤのコンサルテーションが伝統的な

経営コンサルティングと異なるのは，外

部から来たコンサルタントが変革の方向

や内容について事前に「答」を知ってい

るのではない(金井,1990）(※18)という点

である。ＯＤＳではクライアントが自発

的にＣＦに相談し，ＣＦは主にコーチン

グの方法で相談を進める。クライアント

自身が答えを見いだすように支援するＯ

ＤＳのコンサルテーションは，管理職へ

のトップ・マネジメントやリーダーシッ

プ，学年主任や教務主任・生徒指導主事

等へのミドル・マネジメントやリーダー

シップ，個々の教員への学習指導や生徒

指導，学級経営等で実施される。 

オ ファシリテーション場面でのＣＦ 

ファシリテーションとは，広義にとら

えれば，組織による創造，変革，問題解

決，合意形成，学習などを支援し促進さ

せる援助となる（堀，2003）(※19)。ファ

シリテータは，組織のパワーを最大限に

引き出し，問題を解決に導く。意見では

なくプロセスをコントロールすることで

組織の意思決定の質を上げる。ＯＤＳで

は，校内研修がファシリテーションの重

要な場面である。 

カ 教育委員会，保護者，地域住民 

ＯＤの成功には，経営者や管理者から

の積極的関与や，全体を見渡した指示や
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支援が必要である(福本他，1988)(※20)。

ＯＤＳでは，所管する教育委員会に援助

を求め，教育委員会の支えによって保護

者や地域住民に学校への積極的な協力を

働きかける。 

キ 変革指導者あるいは媒介者 

ＯＤでは，変革指導者や媒介者といっ

た組織文化に影響を受けない第三者の援

助の必要性を説く(福本他，1988)(※21)。 

ＯＤＳでは，複数のＣＦによるチーム

を組織し，その中から当該学校を担当す

るＣＦを当該学校に派遣する。ＣＦは，チ

ームや当該学校を所管する教育委員会

に，ＯＤＳのプロセスを報告，相談する

ことで第三者機能をＯＤＳにもたらす。 

 

（３）学校組織文化 

ＯＤの主たる概念の一つである組織文

化についていくつかある定義の中か

ら，シャイン(Schein，E.H.,1985) (※22)

のそれを示す。 

 

ある特定のグループが外部への適応や

内部統合の問題に対処する際に学習し

た，グループ自身によって，創られ，発

見され，または発見させられた基本的

仮定のパターン ―それはよく機能し

て有効と認められ，したがって，新し

いメンバーに，そうした問題に関して

の知覚，指向，感覚の正しい方法とし

て教えこまれる― 

 

基本的仮定としての組織文化は，組織

が直面する外部への適応，内部での統合

の諸問題を集団が対処することをとおし

て時間をかけて学習(形成)されていく。 

このことを学校にあてはめてみれ

ば，ある問題に直面し解決するために，時

間と空間の中で部分的全体的な協働がな

されていく。発見し共有した課題解決策

が教育実践として効果があり，しかも効

果が持続するならば繰り返し活用するよ

うになる。新メンバーには，その解決策

が効果的な実践として教えられる。繰り

返される効果的な実践はあたりまえのこ

とだと考えられるようになり，やがて成

員にとって無自覚，無意識な基本的仮定

となり学校組織文化として根付いていく。 

黙示的前提的な基本的仮定である組織

文化を，岡東(2000)(※23)は，ポジティブに

は組織の安定，成員間の意味形成，不安

の除去に機能するが，ネガティブには新

思潮への無関心，外部変化への不適応，非

創造的な組織として作用するという。 

今津(1992)(※24)は，学校組織文化を以

下のように定義している。 

 

当該学校の教師に共有された行動・思

考の様式で，その学校での日常の教育

活動に方向を与え，問題解決や意思決

定の判断枠組みを提供するととも

に，教師集団の凝集性や一体感の醸成

にはたらきかけるもの 

 

ＯＤＳでは，今津が述べるように「当

該」学校の組織文化に注目する。学校が

課題を自覚し直面するということは，自

校組織が新たな基本的仮定としての文化

を学習(形成)する契機となる。ただし，そ

れは決して即時的なものではない。 

 

（４）ＯＤＳの支援プロセス基本モデル 

ＯＤの介入モデルであるアクションリ

サーチ(action research)とは，問題解決

の計画作成，解決行動の実行，行動結果

の評価という基本的ステップをサイクル

状に進む連続的プロセスである(小林，1

990)(※25)。本研究では，ステップを環状

に進める組織行動のプロセスを「ループ」

と表現する。その上で，アクションリサ

ーチに依拠してＯＤＳによる問題解決の

ための支援プロセスの基本モデルを構築

し，「ＯＤＳループ」と命名する。それを

図１に示し，以下のアからカでそのプロ

セスを説明する。 

 

ア 見たてと経営構想 

ＣＦは，学校の置かれている環境の現

状(以下学校環境と略記)を聞き取り，見

たて(予備的診断)を行う。校長は，見た

てに基づき自校変革の方向性を示し，経

営構想の明確化を図る。 

イ 方略の計画 

示された方向性に基づき，全教職員で

解決のための方略(strategy；ストラテジ

ー)を創出する。そのプロセスは，「学校



 

- 7 - 
 

環境のデータの①収集，②フィードバッ

ク，③問題解明で分析(診断的評価)し，④

問題発見，⑤解決行動のゴール設定，⑥

課題提示をすることで課題を明確に

し，解決アイデアの⑦発散，⑧評価，⑨

収束を進め，⑩解決方略を策定」する。 

ウ 方略の実行 

方略は，組織全体と各学年担当や校務

分掌等のチームで実行される。 

エ 方略の点検・評価 

教職員全員で実行中の方略を点検・評

価する。(形成的評価) 

オ 方略の修正・改善・再実行 

上記エを基に，教職員全員で解決方略

を修正・改善し，組織全体・取組チーム

で改善方略を再実行する。なお，エは方

略実行中に適時実施されオをもたらす。 

カ 成果と課題の明確化，次年度の構想 

教職員全員で解決方略の成果と課題を

示し，次年度計画の概略を構想する。(総

括的評価) 

 

５ 学校組織学習と学校組織デザイン 

今津(2000)(※26)は，教師のプライバタイ

ゼーションが広がり，協働文化確立が困難

な状況では，教師が孤立することなく，互

いの経験を交流することに努めることを訴

えている。それは，多くの教育問題に対処

する新しい考え方や教育方法，スキルを検

討しながら協力して教材を開発し，指導案

を作成していくことであるともいう。その

際に変動する子どもの家族や地域社会状況

と自校の教育実践を対象化する作業，教師

自らの指導についての省察の重要性につい

ても触れており，そのプロセスこそが，学

校独自の学校組織学習であると考える。 

古川(1988)(※27)は，組織の戦略（本研究

では方略）策定により組織デザイン(構造)

が決定されて環境適応が図られ，その結果

として再び組織学習が修正されていくとい

う。そこで，ＯＤＳループを当該学校の教

職員組織とＣＦの協同による課題解決のた

めの学校組織学習として読み換えてみる。

その際に，古川に準拠したＯＤＳにおける

組織学習と組織デザインの形成過程に，後

述する学校変革のベクトルも加えて「学校

組織学習ループ」を作成し示す（図２参照）。

なお，ＯＤＳループと「学校組織学習ルー

プ」は，学校組織開発のための複数のサブ

ループを保持し，その内容についても以下

に述べていくことをここで付言しておく。 

 

（１）活動領域の定義とベクトルの作成 

学校組織学習ループは，学校力向上の

活動領域を明確に定義することから始ま

る。これは活動分野を特定化し，直面す

図１ 学校組織開発(ＯＤＳ)ループ（ＯＤＳによる問題解決のための支援プロセスの基本モデル） 

学校環境
の見たて
（予備的
診断）

方略の実行

組織全体
での方略
の実行

学年担当
校務分掌
担当等の
チームで
の方略の

実行

方略の
点検・評価

【形成的評価】

方略の
修正・改善・再実行

自校変革
の方向性
の提示

成果と課題の明確化
次年度の構想
【総括的評価】

方略の計画

学校環境の
データ分析

【診断的評価】

収集

フィード
バック

解明

解決アイデア
の創出

評価

発散

収束

解決方略
の策定

課題の
明確化

コンサルテーション・ファシリテーション

問題
発見

ゴール
設定

課題
提示

見たてによる経営構想の
明確化
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る自校課題解決のための学校組織全体と

教職員一人一人の学習の蓄積をいかなる

領域で行うかを明示することでもある。 

 

ア 見たてのためのコンサルテーション 

学校組織学習の前段階は，ＯＤＳルー

プにおける学校環境の見たてから始まる。

これは，ＯＤＳ導入のためのアセスメン

ト(assessment)(注 22)である。そのプロ

セスをアセスメントループ（図３参照）と

して示すと，ＣＦは要請者（通常は校

長，教頭，ミドルリーダー）に「①主訴，②

学校環境，③学校環境の背景，④教職員

組織の状況，⑤学校力を高めようする活

動領域の想定」について繰り返し聞く。 

ＣＦは，「①要請者との信頼関係を築

く，②傾聴する，③質問する，④要請者が

見方を変える」ことに留意して関わるこ

とで，要請者自らが自校についての気づ

きを得る。その後ＣＦは，情報による見

たてを要請者に伝える。内容は，主訴を

引き起こしている要因とその根拠である。

そして，要請者とＣＦは，協同して解決

に効果的な活動領域を見いだす。 

イ ベクトル作成のコンサルテーション 

校長が目指す学校像に向けて組織行

動を進めるための基軸として，自校の学

校の使命・構想・価値を示した方向性(本

研究ではベクトルと表現する)を構想す

ることを，ＦＣは提案する。後日，校長

は，教職員たちに組織変革のために構想

した目指す学校像とベクトルを示し，続

けて組織変革をどの活動領域で進めるか

の説明と動機付けのリーダー行動を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）計画作成のための学校組織学習 

当該学校に組織学習が導入される段階

は，ＯＤＳループの方略の計画にあたる。 

 

ア 学校組織環境の定義と評価 

活動領域とベクトルを教職員が共有す

ると，学校としての知識と経験の蓄積を

基に学校組織環境の定義と評価を教職員

集団が見いだす。それは，古川(1988)(※2

ベクトル 

（組織行動の基軸としての自校の使命・構想・

価値を示した方向性） 

■使命 mission；ミッション，組織の究

極的にめざすものや組織が存在

する意義 

■構想 vision; ビジョン，自分たちがめ

ざす姿や見通し，ゴールのイメ

ージを具体的に表現したもの 

■価値 value; バリュー，組織行動の優

先順位を決めるための根本規範

や判断基準や価値観 

図２ 学校組織学習ループ 
※古川が組織学習と組織デザインの形成過程を説明するために示した，ダンキャン（Duncan）とウェルス

（Wels)の「組織学習と組織デザインの形成過程」に準拠し，さらに本研究が述べるベクトルもプロセス

に組み入れて学校組織学習のプロセスとして作成した。（古川，前掲書 p.30） 

主訴 学校
状況

背景

教職員組
織状況

活動領
域想定

図３ アセスメントループ 

活動領域
の定義

ベクトル
の作成

方略の策定
学校組織環境に

ついての
定義・評価

１．課題の
定義・評価

２．環境状態の
定義・評価

学校組織デ
ザインのた
めの方略的
選択

学校組織

デザイン
の決定

学校組織デ
ザインと学校
環境の適合

パフォーマン
ス・ギャップ

YES
NO

学校組織につい
ての知識と理解

既存の知識の修正・変更

既存の知識の強化

代替方略・デザイン
の探索と実行

客観的な
学校環境
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8)の組織環境の議論を借りれば２種類あ

る。１つは，現状としていかなる課題に

着手するかの定義と評価であり，具体的

には組織の行動目標の設定である。もう

１つは，組織の環境状態であり，現在の

組織の環境状態と今後の変動予測にもと

づく定義と評価である。 

ここから学校組織の環境状態が独立変

数(条件)として，自校課題の解決行動に

よる目標達成度が従属変数(結果)として

仮定できると考えられ，当該学校のＯＤ

Ｓの仮説が設定できる。このプロセス

は，ＯＤＳループのデータ分析・課題の

明確化のプロセスにあたる。 

イ 方略の策定と組織デザインの決定 

学校組織環境の定義と評価後，解決方

略を策定する。これは，ＯＤＳループの

解決アイデア創出のプロセスに重なる。

方略策定とは，設定されたゴールに向け

てどのような方略が必要か，方略を時系

列的に空間的にどのように配置する

か，それぞれの方略がゴールに向かうス

モールステップとして段階的に積み上げ

ていけるかを仮説に基づいて考察し，方

略の全体像を組み立てることである。 

方略の策定は，学校組織デザイン（構

造）のための方略的選択でもある。学校

の外部環境は，複雑性に富み変動も大き

い。学校組織は，そのことに対応するた

めに，独立性と自律性を持たせたサブ組

織(学年担当や校務分掌等のチーム)が構

成されている。サブ組織は，束ねられる

ようにデザインされ，しかも分権的であ

ることから効率的であり，そもそも学校

組織は，歴史的にこのように形作られて

いる。サブ組織のリーダーは，ミドルリ

ーダーとして自律的に適時適切なミド

ル・マネジメントやリーダーシップを期

待される。学校組織の方略の全体像は，教

職員組織全体で選択されるが，具体的な

方略は，担当するサブ組織のメンバーが

選択していく場合が多くなるだろう。 

ＣＦは，当該学校の状況に応じた具体

的な組織デザイン作成の支援が求められ

る。それは，学校組織全体での方略の策

定，サブ組織の決定と方略の策定につい

て，鳥瞰的・局所的な視点の両方を学校

に持ち込み組織デザインすることである。 

ウ ＯＤＳの校内研修モデル 

上記アとイは，一連の校内研修で進め

られる組織学習の初動である。ＯＤＳは

初動重視で，その結果がその後のＯＤＳ

の動向を左右する。パイロット実践で

は，２サイクル型問題解決のプロセス（堀,

2003）(注 23）ループとして展開した。そ

の手順を以下に示す（図４参照）。 

 

２サイクル型問題解決プロセスループ 

による校内研修の手順  

■支援方法 複数のＣＦによるチーム支援 

■対象 原則要請校の全教職員 

■時間と流れ 概ね 150 分，授業と同様の

「導入・展開・終末」の流れで実施 

■形式 参画意欲を喚起するワークショッ

プ型校内研修をデザイン 

【研修過程】 

[導入]学びの丘のグループアプローチ（人

間関係力向上を目的とした体験的共同的な

学習）を援用してアイスブレーキングをす

る。短時間で取り組めるエクササイズで成

員はリラックスでき，共に取り組むことの

良さや楽しさを実感でき，参加者の凝集性

を即時に高めることを可能にする。 

[展開]校長の提示するベクトルに基づ

き，めざす学校像を成員個々が書き示し相

互に確認する。そして，発散思考と収束思

考のステップをワンセットにして，問題（原

因）の発見・ゴール設定・課題の提示と解

決方略の決定の２つのサイクルを連動させ

て進めていく。留意点としては３点，①ス

テップごとに創出される成果のイメージを

持つこと，②問題（原因）の発見・ゴール

設定・課題提示をハイライトとしてステッ

プごとにめりはりを効果的につけて検討を

すること，③参加者全員が作成プロセスを

体感することをＣＦがファシリテーション

することである。結果，解決行動がベクト

ルと概ね一致して方向性が示され，方略の

手順が具体的に与えられ，組織行動のエネ

ルギーが蓄積される。個々人のアイデアを

紡いだ結果が決定内容であることを実感す

ることで，凝集性に加えて同僚性や協働性

の高まりを感じる。また参加者全員による

作成過程は，今後の解決行動が主体的自律

的に推進されることにつながる。 

[終末]決定した解決方略を確認する。その

後に感想を述べあい，凝集性・同僚性・協

働性に関わる発言をＣＦが拾いあげ，教職

員同士で研修成果を分かちあったところ

で，ＣＦが協働体制構築に向けて一歩進ん
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だことを説明する。そして，個々のモチベ

ーションと組織のモラールの向上を教職員

相互で振り返り，最後にＣＦが研修の過程

を解説して終了する。 

 

（３）方略実行時の学校組織学習 

計画に基づいて方略が実行に移される。

パイロット実践では，ＣＦが学校状況を

観察し，その結果を分析した後の管理職

やミドルリーダー・担当者へのコンサル

テーション，組織行動力を高める校内研

修でのファシリテーションを実施した。

以下にファシリテーションを例示する。 

 

ア 組織行動を高める校内研修 

方略実行のためには，協働体制による

組織行動の見通しが必要である。例え

ば，ベクトルの認知・共有によって，あ

る学校行事を学校変革の活動領域として

機能させてみる。学校行事への取組は，限

定された期間で実施され，行動目標をで

きるだけ具体的に設定し，行動計画が実

行される。それは，教職員一人一人，サ

ブ組織，学校全体の行動計画を有機的に

つなげることである。それぞれの計画を

時系列でなるべく具体的に示し，スモー

ルステップで具体的行動目標を設定し達

成できるようにＣＦは支援する。 

それは，「ＳＭＡＲＴ(specific；具体的)

，(measurable；計測可能な），(agreed；
合意に達した)，（realistic；現実的な），

（timed;時間が決められた)」，あるいは 

「ＳＭＡＣ（specific），(measurable)，(

achievable；達成可能な）,(challenging
;挑戦しがいのある)」(※29)な行動目標を

設定し，実行することについてである。 

イ 実践的指導力を高める授業研究会Ⅰ 

方略を実行するためには，その方略の

具体的な活動領域の実践的指導力を高め

る支援がＣＦに求められる。 

例えば，授業研究のパイロット実践に

よって，「①全体計画の決定，②指導案の

作成，③事前検討会，④指導案の修正，

⑤研究授業，⑥事後検討会，⑦次回の展

望」といった授業研究ループ(図５参照)が

見いだされた。①，②，④，⑦はコンサ

ルテーション(主に電話相談)として，③，

⑤，⑥はファシリテーションとして行う。 

①の授業研究会の全体計画では，授業

研究会実施の目的と目標設定，いつ，誰

が実施するかなどを見通す。③の事前検

討会では，単に授業提供者の授業の説明

や参加者からの意見聴取に留まらないよ

うに会を促進する。そのために検討会に

模擬授業形式で展開や発問とその反応等

を想定する場面を入れ込むことが有効で

ある。⑤研究授業の⑥事後検討会は，ワ

ークショップ方式で実施する(注 24)。 

ウ 実践的指導力を高める授業研究会Ⅱ 

校内の高い授業力を持つ教員，校外か

ら招聘した講師，あるいはＣＦ自らによ

る実際の生徒を対象とした示範授業，も

しくは教職員が児童･生徒役を務める模

擬授業の実施とそこでのファシリテーシ

ョンである。どちらの事後検討会でもワ

ークショップ方式が有効であるが，模擬

授業では，授業中に解説を挿入したり，場

面によっては参加者が授業者を試みたり

することによって理解を深めていくこと

ができる。 

エ 生徒理解や学級経営のための校内研修 

方略推進上，生徒指導の校内研修をＣ

Ｆが支援することがある。その場合の有

効な方法として生徒理解には，インシデ

ントプロセス法がある。生徒指導や学級

経営については，Ｋ－Ｊ法やＳＷＯＴ分

析などを用いる。(注 25) 

図５ 授業研究ループ 

全体計画
作成

指導案
作成

事前
検討会

指導案
修正

研究授業
事後

検討会
次回研究
会の展望

図４ ２サイクル型問題解決プロセスループ 

※堀,前掲書 p.41 に準拠してループを作成 

めざす

学校像の
確認

問題探索
（情報収集）

情報分析

問題発見・ゴール設定・課題提示

解決

アイデアの
創造

解決方略
の決定

アイデアの
評価・統合

発散思考スタート

ゴール

収束思考

ゴール 収束思考

スタート

発散思考

方略の
確認
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オ 他の要請訪問による支援の活用 

これは，医療や福祉サービスにおける

リファーにあたり，ＣＦチームの守備範

囲を超えるものやクライアントがより専

門的な援助を望んだときに他の支援資源

を紹介する。例えば，学びの丘ならばカ

ウンセリングや特別支援教育に関わる助

言ならば教育相談主事等派遣，ＩＣＴの

活用ならばＩＣＴ授業活用サポート，教

科領域等の助言ならば教科・領域等課題

サポートがある。 

 

（４）方略の点検・評価と修正の組織学習 

組織デザインによって方略を実行して

も，活動領域やベクトルのズレ，学校組

織環境の定義と評価の誤差，方略の不適

切さや立ち遅れが原因で計画通りの成果

が得られない事態としてのパフォーマン

スギャップが発生する可能性は常にある。 

その場合，新しい代替知識の取り入れ

や活動領域・環境定義の修正，戦略の補

強，そして組織デザインについて見直し

を試みることになる（古川，1988）(※30)。 

このような見直しは，方略実行中に適

時繰り返し実施され，場合によっては根

本的な見直しも必要になる。また，前述

したとおりＯＤＳはサブ組織をつくる

が，サブ組織間相互の協調，情報の共有

の困難性が生じると組織全体としての凝

集性が低下し，結果として組織全体の協

働体制が低下することがある。また，サ

ブ組織が閉ざされた組織として，課題を

抱え硬直化することも考えられる。その

ような場合，サブ組織とそれらを束ねた

組織の全体がその都度，協働体制を修正

する努力と修正する仕組みが必要になる。 

そのために，学校組織学習ループによ

って当該学校組織に循環的で更新性を保

持した方略改善の組織学習を実行する。 

 

６ ＯＤＳの見える化 

ＯＤＳのプロセスで組織学習が思うよう

に進まず,課題解決に接近できない状況を

克服するのが「見える化」であると考える。 

 

「見える化」の基本は相手の意思にかか

わらず，さまざまな事実や問題が「目に

飛び込んでくる」状態をつくり出すこと

である。「見る」ではなく「見える」とい

う言葉を選んで使っているのには，そん

な意味合いが含まれている。「人間は問題

が目に飛び込んでくれば行動を起こす」

という動物的本能に訴えるのが「見える

化」のポイントだ。(遠藤，2005)(※31) 

 

（１）学校組織の構造 

見える化を考えるために，学校組織の

デザイン（構造）についてもう少し取り

上げる。教職員が自校の組織の構造の全

体が見えない，見ようとしないことがパ

イロット実践でも生じた。古川(1990)(※

32)は，組織に存在する様々な構造を海面

に浮かぶ氷山に例えている。図６は，古

川に準拠し，学校組織におけるハード，セ

ミハードおよびソフト構造を示している。 

 

■ハードな構造 海面の上に姿を見せて

いるものである。誰もが気づいたり，目

にすることができ，人びとの意識にも

のぼりやすいものである。 
 

図６ 学校組織におけるハード，セミハード

及びソフト構造 ※古川(1990)前掲書 p.127

図６-１「組織におけるハード，セミハードおよ

びソフト構造」に準拠して作成 

 

目に見える構造 

【ハードな構造】 

■学校規模 
■学級数 

■校務分掌や役割分担 

■人事や制度 
■教育課程 ■教育計画 

■実践内容 ■職務内容 
■職員会議 ■各種会議 

■仕事上の規則や手順の 

公式化の程度 
 

      状況によって見え隠れする構造 

【セミハードな構造】 
 

 
■前例 ■慣行  

■学校の伝統・校訓 

 
目に見えない構造 

【ソフトな構造】 

■学校内の常識や適切であるという考え方 
■学校内の暗黙のルール 

■あたりまえすぎていちいち意識されない学校の常識 

■暗黙の思い込み，信じ込み ■役割期待 
■インフォーマルな人間関係 

 

海面 海面 
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■セミハードな構造 海面近くに位置す

るものである。状況次第で海面上に見

えたり海面下に隠れたりする。 

■ソフトな構造 いつも海面下にもぐっ

ており，したがって直接には目にする

ことができないものである。ふだんは

何気なく見過ごされがちである。感覚

を鋭敏にしたときにのみとらえられる。 
 

古川の組織構造の考え方に則り「学校の

課題を考える」といえば，自校の目に見え

る「ハードな構造」に注目し，課題を解決

しようとする。例えば，校内授業研究の活

性化を試みる。しかし，効果が出ない場合

がある。「ハードな構造」には，「セミハー

ドな構造」が強い影響力を及ぼす。具体的

には，学校の前例であったり，慣行であっ

たり，伝統や校訓であったりする。そし

て，「ハードな構造」や「セミハードな構造」

の下に沈んでいるのが「ソフトな構造」で

ある。具体的にいえば，学校内の適切であ

るとされる考え方や暗黙のルールであ

り，あたりまえすぎていちいち意識されな

い学校の常識，思い込み，役割期待，イン

フォーマルな人間関係などである。校内授

業研究の活性化の阻害要因は，教職員の思

考や行動を縛ったり，制限を加えたりする

ように「セミハードな構造」や「ソフトな

構造」が機能しているのかもしれない。 

 

これまで支配的であった価値観や暗黙

の常識，思考様式がゆさぶりを受け，新

しい適切なものに置き換わることでは

じめて変化を受け入れ，さらには積極

的な変化に立ち向かう意欲が組織全体

にみなぎるようになる。これなしに組

織の変革が成し遂げられるはずがない。

(古川,1990)(※33) 

 

組織の変革に向けて組織に活力を呼び

起こすためにハードな構造を刷新するに

は，ソフトな構造やセミハードな構造に

目を向け，修正を加えていく必要がある。 

 

（２）問題の見える化と話し合いのルール 

それでは，自校の課題の全体に目を向

けることができるようにするためにはど

うすればいいか。 

遠藤(2005)(※34)は，「見えていない」

にもかかわらず，「見えている」と勘違い

している共通点としては，「①『悪い情報』

が見えていない，②組織構成員全員が見

えていない，③その時点に最も必要な情

報がタイムリーに見えていない，④伝聞

情報しか見えておらず，事実や一次情報

が見えていない」をあげている。この状

況を打開するためにＯＤＳでは，問題の

見える化の考え方を学校に持ち込む。そ

の際に見える化を基軸に置く問題解決の

ＰＤＣＡサイクルは興味深い。 

 

a  問題発見をする(problem-finding) 
現場における問題や異常を感知する 

b  問題を見えるようにする(display) 
感知した問題や異常を告知し，その

所在を関与者全員に見えるようにする 

c  問題を取り除く(clear) 
問題や異常の存在を認知し，知恵を

出し合い，協力して問題を解決する 

d  問題解決を確認する（acknowledge） 
実施した対策が効果を上げ，問題や

異常が解消されたことを確認する 

(遠藤，2005)(※35) 

 

見える化による問題解決のＰＤＣＡサ

イクルをＯＤＳのサブループとして援用

する(図７参照)ことで，学校の課題を見い

だすステップを持ち込める。その時にス

テップごとのより見える化の工夫とし

て，ファシリテーション・グラフィック

(facilitation graphics)がある。それ

は，議論の内容をホワイトボードや模造

紙に文字や図形を分かりやすく表現する

ことである。学校には板書文化が根付い

ており，目新しいものではないかも知れ

ないが，以下の a と b の２つの観点につ

いて６つのメリットを得ることができる。 

 
a  プロセスの共有 

(a) 議論のポイントをわかりやくする 

図７ 問題解決のＰＤＣＡサイクル 
※遠藤(2005)前掲書 p.32 を本研究のループに

対応するように改作 

問題発見
(Problem-finding)

見える化
(Display)

問題解決
(Clear)

確認
（Acknowledge）
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(b) ポイントに意識を集中させる 

(c) 撮影等で共通の記録として残せる 

b  参加の促進 

(d) 発言を定着させて安心感を与える 

(e) 発言を発言者から切り離す 

(f) 議論に広がりを与える 

（堀・加藤，2006）(※36) 

 

プロセスの共有と問題解決への参加を

促進させるという意味では，コミュニケ

ーションの質を高めることも忘れてはい

けない。 

コミュニケーションには，教職員間の

対話や会議での討議といった話し合いが

含まれる。話し合いは，報告，命令，提案，質

問，応答，主張，検討，批判，説得，了

解等を通して，合意に向かおうとする(注

26)。教職員が有意義な話し合いを進める

ためには，課題を解決するための根拠に

基づく話し合いのルール(注 27)をつくる

必要がある。なぜならば，学校を一つの

社会ととらえれば，学校という社会を構

成している規範(注 28)の集合は，単に集

合なのではなく当該学校の在り方に対応

した独自の構造を持っていると考えられ

る。それを渡邉(2002)(※37)が述べる規範

構造とするならば，自校の課題について

教職員が根拠をつけて話し合うというこ

とは，自校の社会的関係の基盤にある規

範構造の正当性を話し合いによってお互

いに吟味し合うことになる。学校の課題

を解決するために，話し合いのルールに

よって根拠を示し，合意することは，学

校の規範構造の組み替えにつながり，教

職員組織が学校という社会の在り方を深

く考える機会をつくる。それが，自分た

ちの学校という社会をよりよい社会に高

めていくことにつながると考えたい。 

 

（３）コンフリクトの見える化 

問題解決の話し合いが進むと当然生じ

るのが，コンフリクト(conflict；対立・

葛藤・摩擦)である。チームで意思決定や

合意形成をしようとすると必ずといって

いいほど，メンバー間のコンフリクトが

発生する。コンフリクトは，誰かが解決

しようと思わない限り激しくなる。単に

意見がまとまらないだけではなく，チー

ムを分裂の危機に陥れ(堀，2003）(※38)，協

働体制にとって脅威である。しかし，Ｏ

ＤＳでは，コンフリクトを恐れたり目を

そらしたりせず，コンフリクトを協働体

制向上の好機ととらえるため，コンフリ

クトへの対応力がＣＦに求められる。こ

のことをコンフリクトマネジメントやコ

ンフロンテーションという。コンフリク

トの解消方法を一言でいうと「（コンフリ

クト解消過程の）見える化」である。 

コンフリクト解消場面でのＣＦとして

最も大切なことは中立性であり，恣意的

な介入は解決をことさらに遅らせてしま

う。また，日頃から当該学校の教職員た

ちがＯＤＳの意義や目的を明確にしてお

くことである。そのためにも，コミュニ

ケーションの見える化を支援することを

心がけておく。先述した当該学校での話

し合いのルールの浸透は，コンフリクト

時の感情的な議論を抑制するし，個々人

が意識的無意識的に保持している規範構

造の認識の違いを話し合いによって明ら

かにさせることとして機能する。したが

って，組織のセミハード構造・ソフト構

造にも注目できるようなさまざまな工夫

をＣＦは準備しておくことは大切である。 

その上で，見える化を促進するために

コンフリクトマネージメントを進めてい

く。堀(2003)を参考にして，そのプロセ

スを示す(図８参照)と，「①意見の違いを

はっきりさせる，②背景の違いを解消し

相互理解を深める，③コンフリクト解消

のためのアイデアを出し合う，④コンフ

リクト解消の合意点発見による解決」と

なる。ＣＦは，ＯＤＳのサブループとし

てコンフリクトマネジメントの手順を理

解し機能させる。  

 

 

図８ コンフリクトマネジメントの進め方の

ループ ※堀(2003)前掲書 p.113 図「コンフリ

クト・マネジメントの進め方」をＯＤＳのサブ

ループとして機能するように改作 

コンフリクト
発生

コンフリクト解消の合意点
発見による解決

意見の違い
の明確化

相互理解
の深化

コンフリクト解消
のアイデア探索
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（４）ワークショップの見える化 

校内研修でも見える化を促進するため

に，野中(2010)(※39)が提唱する暗黙知や

形式知を変換する「ＳＥＣＩモデル(組織

的知識創造のモデル)」を，広島県立教育

センターの研究も参考にしながら，ＯＤ

Ｓのワークショップ方式の校内研修にあ

てはめている(注 29) (図９参照)。 

ＳＥＣＩモデルは，共同化（socializa-
tion)，表出化(externalization)，連結化

(combination)，内面化(internalization)
といったプロセスをスパイラル(spiral；
螺旋状に増幅，拡大する発展的な好循環)

に積み上げていく。 

 

■共同化 個人の暗黙知を複数人で共有

しあい他者の暗黙知との相互作用で新

たな暗黙知が創発される段階である。

ＯＤＳの校内研修では，発想を発散的

に出しあい意見交換をする段階である。 

■表出化 共同化の段階で他者との交流

で集積された暗黙知が形式知として変

換される段階である。ＯＤＳではアイ

デアの収束段階にあたる。それは話し

合いによって進められ，アイデアを言

語化し共同してアイデアを収束するこ

とで方略のコンセプトとしてまとめら

れ，暗黙知が形式知に変換される。 

■連結化 連結化とはより高次の形式知

への変換である。発散・収束によって

明確化されたコンセプトを具体的で実

行可能な計画に落とし込むことである。 

■内面化 共有化された知識は再度個人

に取り込まれ，もともと各人が持って

いた知識と結びついて新たな暗黙知と

なるのが内面化である。ワークショッ

プ方式で取り込んだ知識が，自分の経

験に基づき「腑に落ちる」感覚のこと

で，行動化を促す暗黙知となる。 

 

ＳＥＣＩモデルを援用したワークショ

ップの展開ループが機能するワークショ

ップのアクティビティを採用すれば，研

修が活性されるだけでなく，参加者に実

質的で具体的な成果をもたらす。 

 

７ ２つの組織学習と複数のサブループ 

（１）２つのタイプの組織学習の理解 

ここまで述べてきたとおり，ＯＤＳは

組織学習を進めていくが，その時々で進

められる組織学習は２つのタイプ，シング

ルループ(single loop)とダブルループ

(double loop)の組織学習に大別される。 
※組織学習のこれら２つのループと本研究

で述べるＯＤＳのループやサブループで

は，ループの意味が異なる。 
 

■シングルループの組織学習 結果から

問題を見つけ，組織の規範や規則が守

られ逸脱がないかについてチェック

し，すでに形成されているフレームワ

ークの効果や効率を高めるための修

正・変更を行う。 

■ダブルループの組織学習 フレームワ

ークそのものに問題を見つけて組織の

規範や規則に修正を加えたり，新たに

形成したりする組織学習である。 

 

これは，アージリス(Argyris,C.1977)
(注 30)の組織学習の概念を説明している。

古川(1990)(図 10 参照)は，単(シングル)

ループ学習を，「環境の把握→既存の規範

や価値との照合→適切な活動の採用」の

連鎖として表している。複(ダブル)ルー

プ学習では，価値規範の妥当さ，適切さ

を見極め，必要ならば修正を施し，眼下

のそして今後予想される環境にふさわし

い規範に変えるか，もしくは全く新しい

発想と着眼にもとづいた規範を創り出す

ことを提言している(注 31)。 

ダブルループ学習で校内研修を刷新し

図９ 組織的知識創造モデルのワークショップ

ループへの援用  
※野中,前掲書(2010)p.29 図「組織的知識創造モデル

－ＳＥＣＩモデル」を援用して，ＯＤＳのサブル

ープとしてワークショップループを作成 

【表出化(Externalization) 】
暗黙知が形式知として変
換される段階
お互いの発想を収束するこ
とで，方略のコンセプトがま
とめられる。

【連結化(Combination) 】
高次の形式知への変換の
段階
明確化されたコンセプトを，
具体的で実行可能な計画
に落とし込む

【共同化(Socialization) 】
他者との相互作用で暗黙
知が創発される段階
発想を発散的に出し合い，
意見交換をする

【内面化(Internalization)】
知識が経験と結びついて
新たな暗黙知となる段階
ワークショップの成果が
個々人の行動化を促す暗
黙知となる
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た実践例として，以下の田辺市立新庄中

学校(2001)(※40)がある。 

 

（学校改善を進めるためには）「これま

でよい」と信じていた本校の実践を支

えていた学校文化，価値規範そのもの

に焦点化し，教育課程に対応するため

の妥当さ，適切さを見極め，必要なら

ば修正し，もしくは全く新しい学校文

化や価値規範を創りだすといった組織

学習をしていくことこそが基礎となる 

 

ＯＤＳでは，方略実行後のパフォーマ

ンスギャップが生じた場合，シングルル

ープ学習が妥当ならば，自校の規範や規

則に最適化するように組織行動や実践を

修正・変更して強化・改善する。ダブル

ループ学習が妥当ならば，フレームワー

クそのものを検討する。それは，根拠や

理由に基づく話し合いのルールで，自分

たちの実践の規範構造に注目すること

や，学校組織構造の全容に目を向けるこ

とで，新たな学校組織文化を創造するこ

とである。 

 

（２）プルラルループが機能するＯＤＳ 

ＯＤＳは，(当該学校の使命・構想・価

値といった組織行動の基軸としての方向

性という意味での)ベクトルによって基

礎づけられ，時間的経過と(計画，実行，点

検，修正・改善による)効果的な方略によ

って進んでいく。それは，ここまで述べ

てきた，あるいは諸分野からアイデアを

取り込み今後作成されるサブループをＯ

ＤＳループ上へ適時適切に配置し，当該

学校組織に新たな変革行動を生じさせな

がら進んでいくものである。 

この複数の(plural；プルラル)サブル

ープを，その時々で効果的に機能させて

自校課題解決のためにＯＤＳを進めるプ

ロセス（図 11 参照）を「プルラルループの

学校組織開発(ＯＤＳ)」とする。そし

て，そのモデルがＯＤＳループであり，連

続性と更新性によって学校組織文化を創

造するプロセスであるともいえる。 

 

８ 学校力向上推進プロジェクトへの寄与 

本研究では，要請訪問による支援が各地

で活性化されていることを先行研究から示

した。しかし，課題解決のために外部から

の支援が準備されるようになったもの

の，解決に向けて動き出さない，あるいは

動き出せない学校について問題意識を持っ

た。その大きな要因としては，実践的指導

力の低下，多忙化，課題解決力の逓減とい

った負の循環と教職員の連帯やつながりの

後退，さらには孤立化を取り上げた。そし

て，自校課題解決力の阻害要因を克服する

には，当該学校の協働体制構築が鍵となる

ことを示し，そのための介入モデルとして

プルラルループの学校組織開発モデル，す

なわちＯＤＳループを構想した。 

こうして本研究は，要請訪問研究を「課

題をどのようにして解決するのか」から「課

題解決のために，教職員組織をどのように

変革するのか」に研究のパラダイム転換を

図った。そして，ＯＤＳループの構想にあ

たってＯＤＳのフレームワークや方法論を

学際的に検討した。その際に公立中学校３

校をパイロット実践として位置付けること

で，研究と実践の相互作用をもたらした。 

図 10 シングルループ学習とダブルループ学習
※古川(1990)前掲書 p.72 図３-１「単ループ学習と

複ループ学習」に基づき作成  

 

図 11 プルラルループの学校組織開発(ＯＤＳ)

ステップ２
既存の規範

との照合

ステップ３

適切な環境
の採用

ステップ２’
規範の妥当・
適切性の吟味

ステップ１
環境の
把握

ステップ２
既存の規範

との照合

ステップ３

適切な環境
の採用

ステップ１
環境の把握

シングルループ学習 ダブルループ学習

ＯＤＳループ
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ＯＤＳは，学校の課題解決力を高めるた

めに校長のリーダー行動に導かれて，当該

学校の教職員組織が「学習する組織」に変

革をもたらすことへの支援でもある。 

学校外部からの支援者であるＣＦ(相談

促進援助者）は，学校組織,サブ組織，個々

の教職員へのコンサルテーション・ファシ

リテーションを通じて，当該学校の教職員

組織活性化の支援を試みる。各場面で見え

る化を心がけることで教職員の組織学習と

組織行動が高まる。その際に，普段は見え

づらい当該学校の規範や学校組織のハー

ド，セミハード及びソフト構造にまで目を

向ける。それは，学校に協働的同僚的な教

師文化や学校組織文化を醸成すること，計

画・実行・評価・改善といったサイクルに

よる教職員の組織行動を展開すること，そ

して，それらの相互作用が機能することと

いう意味での協働体制構築の支援を可能に

する。ＣＦは，学校組織文化変容のための

組織学習におけるチェンジエージェント

(変革推進者)として機能するが，ＣＦは決

して援助者であることを忘れてはいけない。 

以上から，研究の目的である「学校の課

題解決力が高まる教職員の協働体制構築の

ための学校組織開発の基盤を整える」こと

を概ね達成したと考える。しかし，研究と

実践の相互作用を唱っておきながら実践の

記述が少なく，しかも，実践の分析がなさ

れていないことは研究として課題が残る。

これは，パイロット実践であることから事

前に検証枠組みを持っていなかったこと

や，学校現場の観察や分析記録の公開の困

難さなどが原因である。 

今後は，検証枠組みを設定し当該学校の

理解と協力でアクションリサーチのケース

研究による質的分析と，質問紙や観察によ

る量的分析を兼ね備えた実証的な研究が求

められる。それは，ＯＤＳが当該学校の協

働体制を促進させ，それによってもたらさ

れる個々の教職員のモチベーションと教職

員組織のモラールの向上による当該学校の

自校課題解決力の高まりについてである。 

また，わずかなケースをさまざまな分野

の先行研究の援用と参考により考察して得

た知見であり，しかも，その考察は大雑把

である。したがって，ＯＤＳの基盤は極め

て脆弱であり，今後もＯＤＳの基盤自体を

再検討していく必要がある。しかも，学校

力向上推進プロジェクトに寄与するために

は，プロジェクトのＣＦチームの高次な組

織学習が機能することが肝要になる。 

最後に，研究の成果をもとに今後の学校

力向上推進プロジェクトのプロセスモデル

を提案する。 

 
STEP.１ 管理職等からの聞き取りと見たて 

STEP.２ 校内研修会活性化と課題発見・方

略立案の支援 

STEP.３ 方略実行時の支援 

STEP.４ 方略の形成的評価と方略修正支援 

STEP.５ 修正された具体的取組への支援 

STEP.６ 総括と次年度の見通しの支援 

 

今後，学校組織開発（ＯＤＳ）が当該学

校の協働体制構築を支援し，自校課題解決

力を高める学校力向上推進プロジェクトに

寄与できることを期待する。 
 

付記； 本研究を進めるにあたって，パイロ

ット実践として貴重な実践を提供して

くださった学校に，この場をかりて感

謝の意を表します。 

 

＜注 釈＞ 
注１ 全国教育研究所連盟では，第 20 期の主な研究

内容を「若手教員やミドルリーダーの育成」と

「校内研修への支援」としている。後者の協議の

柱の２つのうちの１つして，「校内研修を活性化

するために，教育センター等は，どのような工

夫・改善をしていくことが求められているか―

要請訪問を活用する観点から」として，要請訪

問研究をクローズアップさせている。全国教育

研究所連盟『全国教育研究所連盟第２０期共同

研究第２回全国研究集会（石川大会）』(2011) 

注２ 本研究では，学校の成員を「教職員」，学校で

教育をつかさどる職の者を「教員」として記述

する。文中の「教師」という表現は，引用文献

の記述をそのまま使用している。 

注３ 学びの力育成研究事業とは，学びの丘が，各

校の学習状況及び課題の把握，課題解決・授業

改善に係る地域・校内研究の充実のための教員

及び学校への支援を行うものである。 

注４ 教育相談推進事業とは，学びの丘が，子ども

たちの望ましい発育発達に資するために，教育

関係者，児童生徒，保護者等を対象に，教育相

談と教育相談主事派遣事業を行っている。 
注５ この共同研究は，aを石川県教育センター，b

を山形県教育センター，cを福井県教育研究所，d
を富山県教育センターが取り組んでいる。全国

教育研究所連盟,前掲書 
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注６ 「数々のワークショップ型研修の開発・実施

を進めて見えてきた共通の基本原理は，「学校現

場の日々の授業や経営に関する課題が持ち込ま

れる（具体性）」「その解決に向け参加者が知や

経験，専門性を認め生かし繋げ解決しようとす

る（問題解決性，協働性）」「一連のプロセスに

おいて互いに力量を高め合い，その学び合いの

文化が日常化する(ＯＪＴ性)」等々である。」村

川雅弘編著『授業にいかす教師がいきる ワー

クショップ型研修のすすめ』ぎょうせい

p.i(2005) 

注７ 学校組織マネジメントとは，「学校内外の能

力・資源を開発・活用し学校に関する人たちの

ニーズに適応させながら，学校教育目標を達成

していく過程（活動）」である。文部科学省学校

組織マネジメント研修カリキュラム開発会議

「学校を取り巻く環境と組織マネジメントの必要性」『学校

組織マネジメント研修テキスト』p.15(2005) 

注８ 「組織としての統合性を失い学校の教員が個

別拡散的に教育活動を展開することが常態と

なり，非効率的な組織運営に陥った学校の状況

であるといえる。学校の教育活動が個別教員に

拡散し，それぞれが自己完結的に遂行すること

で存立している学校の組織状況を『個業型組

織』，またそのような傾向を『個業化』と呼ぶ

ことにしよう。」佐古秀一「学校組織の個業化

が教育活動に及ぼす影響とその変革方略に関

する実証的研究―個業化，協働化，統制化の比

較を通して」『鳴門教育大学研究紀要』第 21

巻，pp.41-54(2006) 

注９ privatization (私事化)とは，公よりも私を重

視するという意味で「私的生活にますます意味

を求めようとする傾向」である。油布佐和子「現

代教師の Privatization(3)」『福岡教育大学紀要

第43号，第4分冊』pp.197-211(1994) 

注 10 この調査研究は，藤田英典・名越清家・油布

佐和子・紅林伸幸・山田真紀・中澤涉が 1999

年から 2002 年にかけて，日本と中学と英国で実

施した。調査は 3 カ国の小・中学校教員に同一

の質問紙調査を実施し，各国の教師文化の特徴

を明らかにし，教師文化の特徴を明らかにし，教

師文化の現在位置を確認しようとしたものであ

る。紅林伸幸「協働の同僚性としての《チーム》

―学校臨床社会学から―」日本教育学会『教育

學研究』74(2),pp.174-188(2007) 

注 11 対人専門職に特有のバーンアウト(燃えつき)

は，「長期間にわたり人を援助する過程で，解決

困難な問題に常に晒された結果，極度の心身の

疲労と情緒の枯渇をきたす症候群であり，自己

卑下，仕事嫌悪，関心や思いやりの喪失を伴う

状態である」と定義される。新井肇「インシデ

ントプロセス法の教師バーンアウトの予防効果

に関する研究」兵庫教育大学生徒指導コース『生

徒指導研究』第17号，pp.26-37(2006) 

注 12 メンター（先輩）―プロテジェ(あるいはメン

ティー，後輩)関係をメンタリングという。その

注目は，クラム(Kram)が発達支援的関係の理論

を構築しメンタリング研究を促進させたことで

高まった。Kram,E.K.(1988)渡辺直登・伊藤知

子訳『メンタリング 会社の中の発達支援関係』

白桃書房(2003).わが国の教育界での注目は，昨

今の学校での教育実践の継承が困難な状況の対

処策として取り上げられてからである。 

注 13 ＩＤＰは，1976 年にノルウェーのオスロに設

立された国際学校改善プログラム(ＩＭＴＥＣ)

で開発された。河口はＩＤＰの５つの特徴（①

学校ベースの開発プログラムである，②組織成

員間に共通の認識枠組を主要な変革対象として

いる，③全成員(教職員，生徒，親)の参画なら

びに協働を変革手段とする，④組織におけるコ

ンフリクトを変革の一つの契機ととらえる，⑤

ＩＤＰコンサルタントや行政の監察官といった

外部のチェンジ・エージェントを，学校組織が

自ら変革していくためのパートナーとしてとら

えている）をわが国に紹介している。河口陽子

「学校の組織文化変革のストラテジーと学校改

善」岡東壽隆・福本昌之編著『学校の組織文化

とリーダーシップ』多賀出版 pp.71-106(2000) 

注 14 志水・徳田は，中学校で参与観察した内容を

エスノグラフィー(民族誌的アプローチ；特定の

集団や社会のフィールドの調査研究法)として

記述している。志水宏吉・徳田耕造『よみがえ

れ公立中学校－尼崎市立「南」中学校のエスノ

グラフィー』有信堂光文社(1991).志水は，その

後「力のある学校」の特徴として８つの項目（①

気持ちのそろった教職員集団，②戦略的で柔軟

な学校運営，③豊かなつながりを生み出す生徒

指導，④すべての子どもの学びを支える学習指

導，⑤ともに育つ地域・校種間連携，⑥双方向

的な家庭とのかかわり，⑦安心して学べる学校

環境，⑧前向きで活動的な学校文化）に整理

し，スクールバスのイメージにまとめて実践研

究を進めている。志水宏吉編『「力のある学校」

の探究』大阪大学出版会(2009) 

注 15 今津は，介入を円滑に行うための留意点とし

て，①介入対象について事前に知っておくこ

と，②介入者の役割を明確にすること，③介入

の目的と介入計画全体を明確にすることをあげ

ている。調査対象は小学校で約 4 年間，ほぼ毎

月 1 回のペースで校内研修を中心に学校の観察

や教師の面接調査を実施している。今津孝次郎

「学校組織学習と教師発達」『変動社会の教師教

育』名古屋大学出版会 pp.251-307(1996) 

注 16 この研究は，チームによる生徒への指導援助

である。その際のチームとは，指導援助の方向

性をさぐる管理職とミドルリーダーによるリー

ダーシップチームと実際の指導・援助を進める

コラボレーションチームである。ＯＤコンサル

タントは，校内研修のファシリテーションと当

該学校の教職員のカウンセリングを実施し学校

の組織開発を促進させる。八並光俊・木村慶「組

織開発による協働的生徒指導体制の構築に関す

る研究」兵庫教育大学学校教育センター『学校

教育学研究』第 12巻 pp.65-75(2000).木村は，米

国の学校改善研究や効果的な学校研究の知見を

援用して，生徒指導の協働体制の構成要素とし

て６点（①当該学校に基礎を置く経営，②コラ

ボレーションとコリジアリティ，③ゆるやかな
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連結による学校組織，④ウチとソトに開かれた

学校システム，⑤自律的で効果的な校内研修，⑥

成長[発達]モデル）をあげている。木村慶「学

校に基礎を置く協働的生徒指導体制の構築に関

する研究」兵庫教育大学大学院学位論文

(1997)，未公刊 

注 17 佐野は，コンサルテーションを機能させたＯ

Ｄの考え方に基づく校内研修例をあげている。

その際にアクションラーニング（グループで現

実の問題に対処し，その解決策を立案・実施し

ていく過程で生じる，実際の行動とそのリフレ

クション［振り返り］を通じて，個人，そして

グループ・組織の学習する力を養成するチーム

学習法）に注目している。佐野享子「学校組織

開発と校内研修」北神正行・木原俊行・佐野享

子『講座 現代学校教育の高度化 24 学校改善

と校内研修の設計』学文社 pp.138-154(2010) 

注 18 川北は，コーチング，アクションラーニング

などの手法を導入して目標達成の全体プログラ

ムを校長と作成している。そこでは組織マネジ

メント成功の要素を５点（①目的共有，②自律

協働チーム，③コミュニケーション，④学習の

文化，⑤継続の仕組み）ととらえて，組織風土

変革を展開している。川北隆子「学校を内側から変革

する！学校風土変革・学校力向上支援具体的事例」千々布

敏弥編著『教師のコミュニケーション力を高め

るコーチング』明治図書 pp.47-68(2008) 

注 19  佐古・竹崎は，個業型のデメリットを縮減し

教職員の協働性と自律性を形成することを通し

て，内発的な改善力を高めることをねらいとし

た理論と変革方法論の構築の試みを学校組織開

発として進めている。例えばコア・システム（児

童の実態，課題，実践に係る共有の場＝学校の

協働プロセスの主要な場）とコア・システムの

展開をサポートするファシリテートチームを機

能させるといった当該学校に協働化の内発的改

善サイクルを学校組織の協働化を自律的に進展

させるモデルとして提唱している。佐古秀一・

竹崎有紀子「漸進的な学校組織開発の方法論の

構築とその実践的有効性に関する事例研究」日

本教育学会編『日本教育学会紀要 教育経営と

学力』第53号,第一法規pp.75-90(2011) 

注 20 学校に基礎を置く（school-based）とは，ア

メリカの伝統的な教育経営の様式が中央のオフ

ィスからの規制の強いトップダウン方式であった

ものを「各学校」からのニーズに充足するとい

うボトムアップ方式への転換を求めたことを意味

する。中留武昭(1996)「『自律性の高い学校』に

おける学校文化の形成とその戦略」『九州大学教

育学部教育経営教育行政学研究室』pp.1-19 

注 21 シャインは，プロセス・コンサルテーションについ

て「強調点はプロセスにある。なぜなら私は人々の

間および集団内で物事をいかになされるかは，何

がなされるかと同じくらい―あるいはそれ以上に重

要だと信じているからである。(略)個人間や集

団，組織，地域社会のプロセスに気づくように

なることは，人間関係や集団，組織の機能の仕

方を改善しようとする努力にとって本質的で

ある。」と述べている。Schein，E.H.(1999)稲葉元 

吉・尾川丈一訳『プロセス・コンサルテーション

－援助関係を築くこと』白桃書房,p.5(2002) 

注22 アセスメント（assessment）とは，問題の原

因を明らかにし，援助，指導の方法を決定する

際に必要な来談者(クライアント)や周囲の客観

的理解を得るための一連の過程を指す。橋口英

俊「アセスメント」國分康孝『カウンセリング

辞典』誠信書房pp.7-8(1990) 

注23 堀は，２サイクル型の問題解決プロセスを標

準的な問題解決プロセスだと述べている。そし

て，発散思考，収束思考の重要性を以下のよう

に述べている。「できるだけ多くの知識を集める

には，必要な情報を手分けして調べたり，さま

ざまな視点から自由に意見を出し合っていかな

ければならない。多面的な視点や自由な発想に

基づく発散（創造）思考が大切となってくるの

だ。さらにそこから答えを導き出すには，情報

やアイデア取捨選択したり組み合わせたりし

て，最適な一つの答えにまとめあげていかなけ

ればならない。今度はさまざまな情報や意見を

束ねる収束（統合）思考が大切となってくる。」

堀公俊「チームの力を問題解決に結集させる―

プロセス・デザイン」『問題解決ファシリテータ

ー』東洋経済新報社pp.34-60(2003) 

注 24 例えば，若い教員とベテラン教員の人数割合

が高く，ミドルが極めて少ない職場であるなら

ば，メンタリングが機能する授業研究会をＣＦ

は助言する。小規模校であり教壇に立つ全ての

教員が研究授業を実施することに合意している

この中学校で，ミドルが授業研究の校内ファシ

リテータの役割を担う。そして，ベテラン教員

が授業する際には，若い教員から授業力として

学びたい内容をリクエストさせ，若い教員が授

業する際には，授業者が研究授業を通じて自分

のつけたい授業力を示した上で研究授業を実施

していくことを計画する。 

注 25 インシデントプロセス法(incident process)
とは，事例提供者の短い象徴的な出来事に対し

て，参加者が質問することによって事例の対応

策等を討議していく手法である。ＫＪ法とは，文

化人類学者の川喜田二郎氏が発案した手法であ

る。様々なデータやアイデアをカードに記入

し，それらを共通のものでまとめていき，新た

な仮説を発見しようとする。独立行政法人教員

研修センター『教員研修の手引き 研修の効果

的な運営のための知識・技術－３訂版－』(2011) 

ＳＷＯＴ分析とは，強み(strength)と弱み

（weakness）を明らかにするとともに，学校を

取 り 巻 く 環 境 を 機 会 (opportunity) と 脅 威

(threat)に分類整理することにより特色ある学

校づくりや自校の課題を解決するための戦略を

構築し，評価する手法である。マネジメント研

修カリキュラム等開発会議『学校組織マネジメ

ント研修～すべての教職員のために～(モデル

カリキュラム)』文部科学省(2005) 

注 26 学校の協働体制導入前後で職員会議でのコミ

ュニケーションの質と量でどのような変化をも

たらしたかの研究として以下がある。八並光

俊・木村慶「孤立的生徒指導体制から協働的生
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徒指導体制への変革過程の研究」兵庫教育大学

生徒指導講座『生徒指導研究』第9号pp.69-84(1998) 

注 27 根拠や理由に基づいて話し合うルールの例

は，渡邉(2002)と渡邉らによるコミュニケーション

的行為の理論に依拠した道徳授業や学級活動等

の授業研究にある。そのルールとは，①誰も自

分の意見をいうことをじゃまされてはいけな

い，②自分の意見は必ず理由をつけて発言する

③他の人の意見にははっきり賛成か反対かの態

度表明をする，その際，理由をはっきりいう，④

理由が納得できたらその意見は正しいと認め

る，⑤意見を変えることができる，ただしその

理由をいわなければならない，⑥みんなが納得

できる理由を持つ意見は，みんなそれにしたが

わなければならない，⑦（後に付加）問題が生

じたときにはもう一度話し合うである。このル

ールは，本県教育委員会の共育コミュニティの

ミニ集会推進のハンドブック『共育ミニ集会 

虎の巻』にも掲載されている。渡邉満「教室の

規範構造に根ざす道徳授業の構想」『新世紀・道

徳教育の創造』東信堂 pp.112-129（2002） 

注 28 規範(norm)とは，「社会的(対人的)行為を規

制する原理の総称であり，直接的には，妥当な

行為様式に関する指示(指令)と，指示への同調性

を高めるためのサンクション(賞罰の体系)から

成る。一つの社会集団に属する成員が共有して

いる，一定の条件下で，何をなすべきか，また何

をしてはいけないかをいうことについて自他の

行為を評価する上での行為基準である。」教育思

想史学会編『教育思想辞典』勁草書房 p,14(2000) 

注 29 暗黙知とは，特定の状況に関する個人的経験

的な知識であり，具体的な形に現して他人に伝

えることはむずかしい。(略)いわゆる「なんと

なくわかっているが，うまく言えない」「知って

いることすら自覚していない」状態である。(略)

これに対して形式知とは明示的な知であり，言

葉や文章や絵や数値などにより表現可能で他人

にもわかりやすいような形式的・論理的言語に

よって伝達可能な知識である。野中,前掲書 p.24

ＳＥＣＩモデルを校内研修の授業研究モデルと

して援用しているのが広島県立教育センターで

ある。松本徹・田中祐二・原田豊之・泊野賢治・

永野努「校内研修の活性化を支援する評価シス

テムに関する研究」広島県立教育センター『研

究紀要』36 号，pp.1-20(2010)  

注 30 アージリスは，サーモスタットに例えて説明

する。要約すれば，サーモスタットが室温とい

う情報を手に入れて必要に応じて修正を施す機

能であることになぞらえてシングルループ学習

を説明する。さらに，仮に「摂氏 20 度に設定す

るのは本当に正しいのか」とサーモスタットが

自問できれば，誤りを察知するだけでなく，自

分の作動プログラム，基本方針や目標などを見

直す機能を持つことになる。これがダブルルー

プ学習の例えである。Argris,C.(1977)有賀裕子

訳「シングル・ループ学習では組織は深化しな

い ダブル・ループ学習とは何か」『ハーバードビ

ジネスレビュー』４月号，ダイヤモンド社pp.100-113(2007) 

注 31 古川は，時間軸と戦略，変革のベクトルによ

って適時ダブルループ学習が行われる連続的で

発展的なマルチループ(multi roop)学習を提言

している。「具体的な方向,進むべき指針(ベクト

ル)をはっきり意識しながら旧来の価値規範に

ついて，あるときは根底からの転換が，またあ

る時は必要な部分の見直しや修正が絶えること

なく継続されていく，これらが首尾よく成就す

ることで，組織風土や文化は革新に対して前向

きのそれに変容していく。」古川「マルチループの

組織学習による組織変革」前掲書 pp67-89(1990).

ＯＤＳは，古川のこの議論にも合致している。 
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＜資 料＞ 

資料１ 教育センター等の授業力向上の校内研修への特色ある支援例 

センター等の名称 特   色 

三重県総合教育センター 「学校の教育力向上支援」として大学等の講師を招聘し，継続的な研修を実施 

香川県教育センター 学校(園)からの申請に基づき，学校教育指導委員(スクールアドバイザー)が，直

接学校等に出向いてのアドバイス 

愛媛県総合教育センター 「学校支援事業の出前支援」としてカリキュラムサポート機能の強化・充実を図

り，センター所員が訪問 

岩手県立総合教育センタ

ー 

「要請研修」として，各地域や学校で行う研修会等へセンター所員が出向いての

課題解決の支援，「校内授業研究の進め方ガイドブック II」の作成・活用 

山形県教育センター 「訪問研修講座」として，作成した「授業研究ハンドブック」を活用して実施 

広島市教育センター 「サテライト研修」として，パンフレット「つながる協議会への工夫～校内研修会充

実のために」を活用して実施 

秋田県総合教育センター 「学校支援講座」として，作成した「付箋紙によるワークショップ型研究協議（ＦＷ

Ｓ）」を活用して実施 

仙台市教育センター 「サポート訪問」として作成した「授業検討会基本モデル」を活用して実施 

富山県総合教育センター 「校内研修会の活性化研修」と学校訪問支援を組み合わせて実施 

大阪府教育センター パッケージ研修として，打ち合わせ，校内全体研修会(１回)，学年・教科担当者研

修（２回），校内全体研修会（研究授業・研究協議）を実施 

奈良県立教育研究所 児童生徒の活動の様子を観察し，多くの教員から学校状況を聴取し，訪問の約１

ヶ月後に訪問校の成果と課題を伝え，１年後にフォローアップ訪問を実施 

 

資料２ 教育センター等の学校の組織力向上の校内研修への特色ある支援例 

センター等の名称 特   色 

広島県立教育センター 校内研修及び組織マネジメントの講義・演習をセンター所員がセンターの

研究成果をもとに実施 

鳥取県教育センター スーパーバイザーによる診断と専門的な指導助言を受けながら，研究計画

を立て，スーパーバイザーとセンター所員が校内研究に関わって研究推進

を支援 

栃木県総合教育センタ

ー 

校内研修支援テキスト「組織力の向上を図る校内研修の充実」を作成する

とともに，要請があった学校にはセンター所員が訪問して支援を実施 

茨城県教育研修センタ

ー 

校内研修の手引き書「ワークショップ型校内研修の進め方」，「協働性が生

まれる研究テーマの作成」等を活用して校内研修支援訪問を実施 

やまぐち総合教育支援

センター 

出前研修プランとして 94 講座ありその中で学校評価や危機管理，ワークシ

ョップ型校内研修の進め方等組織マネジメントに関わる校内研修を実施 




